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第１ 基本的な考え方 

１ これまでの行財政改革 

⑴ 行政改革大綱 

    当市では、昭和６０年度に策定した「白岡町行政改革大綱」を基に、

時代の潮流に合わせ、見直しを図りながら、効率的な行政運営と財政の

健全化を推進してきました。しかし、長引く景気低迷の影響などにより、

税収の伸び悩みや地方交付税の減額が生じるなど、当市の財政状況は厳

しいものとなりました。また、平成１６年度に実施した合併の是非を問

う住民投票の結果、当市は単独で行政運営を行うこととなり、同水準以

上の行政サービスを維持するには、平成１９年度以降多額の財源不足が

見込まれ、大きな転換を迫られました。 

    このため、行財政全般について、原点から見直し、再構築を図るため、

「白岡町行政改革大綱」を凍結し、簡素で効率的な行政運営の指針とし

て「白岡町改革推進プログラム」を策定しました。 

 

⑵ 改革推進プログラム 

    「白岡町改革推進プログラム」は、平成１８年度からの５年間を計画

期間とし、「選択と集中・市民との協働のまちづくり」を行政運営方針と

して掲げ、「徹底した歳出削減に向けた取組」、「歳入確保に向けた取組」、

「市民と行政の信頼関係の堅持」、「地方分権に対応した行政組織の確立」

という４つの基本方針に基づき８２の項目に取り組みました。 

    その結果、選択と集中により、小中学校の耐震補強・改修事業や都市

計画道路の整備など必要な事業を実施しつつも、計画期間の収支改善目

標額３７億５，５００万円に対して、４５億８，７１０万円の改善を図

りました。 

   しかし、雇用などの社会情勢は依然として厳しく、税収をはじめとする

安定した財源確保が難しい状況であったため、凍結した「白岡町行政改革

大綱」と「白岡町改革推進プログラム」を融合した「第２次白岡町改革推

進プログラム」を平成２３年度からの５年間を計画期間として策定しまし

た。 

   「第２次白岡町改革推進プログラム」は、「白岡町改革推進プログラム」

で推進してきた取組を継続するとともに、市を取り巻く環境の変化を的確

にとらえ、多様化する住民ニーズに対応するため、新たな項目にも取り組

んだところ、概ね計画どおりに進み一定の成果を得ることができています。 
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～平成18年度

・効率的な行政運営
・財政健全化の推進

白岡町行政改革大綱

「白岡町行政改革大綱」と
「白岡町改革推進プログラム」を融合

平成23年度～平成27年度

第２次白岡市改革推進プログラム

平成18年度～平成22年度

白岡町改革推進プログラム

・徹底した歳出削減に向けた取組
・歳入確保に向けた取組
・市民と行政の信頼関係の堅持
・地方分権に対応した行政組織の確立

45億8,710万円の収支改善
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２ 行財政改革の必要性 

⑴ 国や地方公共団体の動向 

我が国は、少子高齢化の進展により、人口が減少するという時代に突入

しました。経済は、世界的な不況などの影響により、景気の先行きは不透

明な状況です。 

また、国は平成１８年度に行政改革推進法を制定し、国及び地方公共団

体が、簡素で効率的な政府を実現するため、行政改革の推進を図るととも

に、平成２３年度及び平成２５年度には、地方分権改革推進法（第１次、

第２次、第３次一括法）を制定し、地方公共団体の自主性を強化し、自由

度の拡大を図るため、基準や手続きを見直すなど、地方分権を進めていま

す。 

このような流れの中、地方公共団体は地方分権社会に対応するとともに、

主体的な行政運営を図るため、行財政改革を推進することが求められてい

ます。 

 

 

⑵ 新たな行財政改革の必要性 

当市の人口は、都心のベッドタウンとして増加が続き、現在においても

わずかながら増加が続いています。しかし、その構成は生産年齢人口が減

少し、老齢人口が増加するなど高齢化が進行している状況です。 

当市では、改革推進プログラム、第２次改革推進プログラムに基づき、

人件費やその他経費の節減の取組を進めてきました。一方で、現在の少子

高齢化が進展する社会情勢の中で、総合振興計画の実現を図るためには、

住民に最も身近な基礎的自治体として、自主性及び自立性を一層高めるこ

とが求められており、従来の取組にとらわれない効果的な施策を展開する

ことが必要です。 

そのため、これまでの行財政改革の方向性を踏まえつつも、新たな行財

政改革の推進を図るため、「白岡市行財政改革推進大綱」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

4 

 

人口・世帯数の推移 

 

年齢３区分別人口構成比の推移 
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３ 行財政改革推進大綱の概要 

⑴ 位置付け 

  総合振興計画は、市の目指すべき将来像を明らかにし、市と市民が協働

で推進するまちづくりの指針となるものです。行財政改革は、総合振興計

画の取り組むべき施策の１つであり、総合振興計画をはじめとする市が策

定した各種計画の実現を図るための土台となるものです。 

 

 

 

⑵ 基本方針 

ア 効果的な業務運営の推進 

   民間ノウハウの活用や参画と協働のまちづくりなど、効果的な業務運

営を推進し、行政サービスの向上を図ります。 

 

 イ 効率的な組織体制の構築 

   高い意欲と能力を兼ね備えた人材の育成に努め、効率的な組織体制 

を構築し、安定的な行政組織を確立します。 

 

 ウ 持続可能な財政運営の確立 

   将来にわたり、市民に必要なサービスを提供していくため、自主財源

の確保や財政規律の堅持に努めるなど、財政の健全性を確保します。 

 

 

基本構想

基本計画

実施計画

白岡市第５次総合振興計画
［平成２４～３３年度］

市の各種計画

○白岡市まち・ひと・しごと創生総合
戦略

○白岡市シティプロモーション戦略
○白岡市環境基本計画
○白岡市子ども・子育て支援事業計画
○白岡市健康増進計画
○白岡市都市計画マスタープラン
○白岡市教育振興基本計画

など

白岡市行財政改革推進大綱

計 画 実 現 の た め の 下 支 え
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⑶ 計画期間 

  計画期間は、平成２８年度から平成３２年度までの５年間とし、社会 

経済情勢など市を取り巻く環境の変化を的確にとらえ、多様化する住民ニ

ーズに対応するため、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

⑷ 進捗管理 

第５次総合振興計画では、政策目標の実現を図るため、総合振興計画に

掲げた指標の進行管理として、行政評価制度を導入します。行財政改革推

進大綱の進捗管理は、この行政評価制度を活用し、Ｐｌａｎ（計画）－Ｄ

ｏ（実施）－Ｃｈｅｃｋ（評価）－Ａｃｔｉｏｎ（見直し）のマネジメン

トサイクルによるわかりやすく透明性の高い、効率的な進捗管理を実施し

ます。 

 

総合振興計画におけるＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

  

分野の課題

○各分野の課題

■分野ごとに課題を

挙げる

目 標

○基本目標

■分野ごとに目標を

挙げる

施 策

○取り組む項目

■目標数値の達成

に向けた取組

指 標

○目標数値

■基本目標に合わ

せて目標数値を

絞りこむ

ＡＣＴＩＯＮ
改善結果

ＡＣＴＩＯＮ
改善・取組完了

ＤＯ
実施

ＤＯ
実施結果

ＰＬＡＮ 計画

ＣＨＥＣＫ 評価



 

 

 

7 

 

第２ 行財政改革推進大綱の取組内容 

 

行財政改革推進大綱の取組体系図 

 
 

１ 効果的な業務運営の推進 

  行政サービスを効果的に提供するためには、市が行うべき業務を明確化し、

効率性・経済性を考慮した効果的な業務運営が求められます。このため、参

画と協働のまちづくりの推進、民間ノウハウの積極的活用などにより、さら

なる行政サービスの向上を図ります。 

 

⑴ 参画と協働のまちづくりの推進 

    市民と行政が地方分権の時代に対応した豊かな地域社会を築いていく

ためには、市政への市民参画の仕組みを確立し、市民と行政相互の適切

な役割分担と連携を図り、協働のまちづくりを推進する必要があります。 

    当市では、市民、議会、行政のそれぞれの役割と責任などを明確にし

た「自治基本条例」を市民との協働で制定しました。その後、参画と協

働のまちづくりの基盤を整備するため、同条例の規定に基づき、「住民投

票条例」及び「市民参画条例」を制定しています。 

    また、平成２７年度には、さらなる市民の参画と協働のまちづくりを

推進するため、白岡市参画と協働のまちづくり審議会を設置しました。 

    今後は、参画と協働のまちづくり審議会における審議結果を基に、市

民参画条例に基づく市民参画手続の拡充に取り組むとともに、市民の協

働意識の醸成を図り、参画と協働のまちづくりを推進します。 

 

行
財
政
改
革
推
進
大
綱 

効果的な業務運営の推進 

参画と協働のまちづくりの推進 

民間委託の推進 

窓口サービスの向上 

効率的な組織体制の構築 

適正な定員管理の推進 

人事評価制度の構築 

人材の育成 

持続可能な財政運営の確立 

財政規律の堅持 

自主財源の確保 

公共施設等マネジメントの推進 
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⑵ 民間委託の推進 

 行政サービスの向上と経費の削減を図るためには、民間団体等の能力を

積極的かつ計画的に活用し、競争原理を導入することや民間の柔軟な発想

と資源を活用する必要があります。また、民間委託を活用することで、人

件費を含めた業務運営経費を低減し、市が引き続き直接担うべき業務を精

査することで、新たな行政課題に職員と財源を集中することが可能となり

ます。 

 民間委託にあたっては、行政特有の専門知識が求められるものの、定型

的な処理を繰り返す業務を中心として進める必要があります。 

しかし、定型的な業務は、業務の部分的な委託を実施しても、市にとっ

て業務運営経費の大幅な削減は難しく、また、民間団体等にとっても委託

範囲の細分化は、効率性が低下すること、自主的な創意工夫を発揮する余

地が制約されることとなります。このことから、市の責任を維持しつつも、

可能な限り広範囲に民間委託の検討を進め、民間団体等の能力を積極的か

つ計画的に活用し、行政サービスの向上と経費の削減を図ります。 

また、民間委託の検討に際して、マニュアルの整備や業務手順の見直し

を進めることで、行政サービスの職員間の均質化と民間に蓄積されたノウ

ハウの活用を図るとともに、業務運営の効率化や透明性の向上を推進して

いきます。 
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業務類型図 

 
業務類型別事務 

 

これまで
検討され
ていない
民間委託
可能な業
務が多い

事務補助のような単純非定型的な
作業のため、随時柔軟に指揮命令
できる 非常勤・臨時職員がなじむ

指揮監督でき（地方自治法第154条）、 兼業制限や
信用失墜行為禁止、守秘義務等の服務規律（地方
公務員法第 30条以下）がある一般職がなじむ

政策企画業務

単純非定型業務

（※指揮命令が必要）

専門的非定型業務

（※指揮命令が必要）

単純定型業務及び
民間の受け皿あり

専門定型業務

公権力の行使

非常勤・臨時職員

一般職公務員

民間企業

単純

専門

非
定
型

定
型

非定型業
務のため、
指揮可能
な職員が
なじむ

民間企業に能力と専門知識があり、
事例も豊富で競争も働くため、民間
委託になじむ

政策企画立案業務

・予算編成

・企画全般

・産業振興

・国保税・介護料設定

・手数料等設定

・人事 など

公権力の行使・法規制業務

・生活保護

・滞納処分

・窓口事務（決定）

・各種審査・決定

・公の施設目的外

使用許可 など

専門非定型業務

・広報

など

・環境振興

・自然保護

・電算システム構想

・施設修繕更新計画

専門定型業務

・税関係補助

・会計・出納

・選管委事務局

・国保・介護

・農業委事務局

・入札・契約

・調査統計

・窓口事務 など

単純非定型業務

・福祉サービス

・受付・電話応対

・庶務補助

・保育所

・物品調達

など

単純定型業務

・廃棄物処理

・公共施設維持管理

・公用車運行

・道路管理

・公営住宅

・給食 など
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⑶ 窓口サービスの向上 

 行政の窓口サービスに対する住民ニーズは、社会情勢に応じて変化して

おり、そのニーズを的確に把握することが行政サービスの向上にとって重

要です。 

当市では、行財政改革を進める中で、窓口サービスのアンケートを適宜

実施し、住民ニーズの把握と市民満足度の向上に努めてきました。今後も

アンケート等を実施し、市民により親しまれる窓口サービスの向上を図り

ます。 

また、多様化する住民ニーズに機動的に対応し、利便性が向上した市民

満足度の高い窓口サービスの提供を図るため、高度な接客水準、技術力や

ネットワーク、蓄積されたノウハウを持った民間団体等への委託を検討す

るとともに、窓口での手続きの簡素化、迅速化を進めるため、各種届出、

申請を集約化する総合窓口の検討を進めます。 
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２ 効率的な組織体制の構築 

  行政運営の持続性を確保しつつ、時代の変化や新たな行政課題に柔軟かつ

的確に対応するために、高い意欲と能力を兼ね備えた人材の育成に努め、効

率的な組織体制を構築し、行政サービスの質的向上につながる安定的な行政

組織を確立します。 

 

⑴ 適正な定員管理の推進 

地方分権に伴う事務の権限移譲が進み、市が行う業務が増加する中、職

員の能力を最大限に発揮させる簡素で柔軟性の高い組織体制を構築する

必要があります。 

これまでの行財政改革に基づく、「徹底した歳出削減に向けた取組」に

より、職員の採用を最低限としてきたことから、人件費は削減されました。 

しかし、平成２４年１０月の市制施行に伴う生活保護をはじめとする事

務の権限移譲による業務量の増加に加え、いわゆる団塊の世代の退職時期

とが重なり、新規採用職員数は増加傾向となっています。これにより、年

齢構成に偏りが生じ、将来的な組織力の低下が懸念されています。 

このため、業務内容に応じた組織や事務分掌の見直しなど組織の機能強

化を図るとともに、客観的な手法により部門ごとの定員の適正化を検証し、

行政サービスの低下を招かないよう配慮しながら、計画的な職員の適正配

置を行うため、定員管理計画を策定します。 

また、正規職員と非正規職員の役割を検証するとともに、当市が担う業

務量を考慮し、長期的な視点を持って、職員構成のバランスに配慮します。 
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部門別 

年齢別職員構成の状況（２６年４月１日現在） 
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未満 
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～  

23歳 
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～  
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～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

人 

２  

人 

１８ 

人 

４０ 

人 

２３ 

 

人 

２６ 
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４８ 
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５６ 

人 

４２ 

人 

３１ 

人 

２８ 

人 

２３ 
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０ 

人 
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職員数の推移 

（単位：人・％）  

 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 過去５年間の 
増減数（率） 

一般行政 ２２５ ２２４ ２３３ ２３９ ２４０ ２４６ 21 (   9.3%) 

教育 ５５ ５５ ５１ ５１ ５３ ５４ ▲1 ( ▲1.8%) 

消防 ６６ ６９ ６７ ６９  ０  ０ ▲66(▲100.0%) 

普通会計計 ３４６ ３４８ ３５１ ３５９ ２９３ ３００ ▲46 (▲13.3%) 

公営企業等会計計 ４６ ４４ ４３ ３８ ３９ ３７ ▲9 (▲19.6%) 

総合計 ３９２ ３９２ ３９４ ３９７ ３３２ ３３７ ▲55 (▲14.0%) 

（注）埼玉東部消防組合の設立により、平成２５年から消防職員は皆減 

年度 
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40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上
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⑵ 人事評価制度の構築 

  職員の持つ潜在的な能力と特性を引き出し、資質の向上につなげるため、

公正で公平な人事管理制度を構築する必要があります。 

このため、目標管理による組織の発展と個人の成長をともに実現し、職

員一人ひとりが、掲げた目標設定に対して、どれだけ達成したかを客観的

に評価し、公正で公平な人事管理を実現するための手法として平成２８年

度から人事評価制度を導入します。 

  導入後は、勤勉手当、昇給などの給与に反映できる制度と能力本位の任

用、分限制度の厳正な運用について検討を進めます。 

 

 

 

⑶ 人材の育成 

多様化する行政ニーズに対応するには、組織の能力を向上する必要が

あり、地域の実情に応じた様々な課題を解決していくといった自ら判断す

る力を備える職員を育成することが重要です。 

このため、目的を明確にした年齢、経験、階層別研修を計画的に実施す

るとともに、経営感覚や政策形成能力を高める研修を実施するなど、組織

の活性化や職員に求められる能力の変化に対応した研修を積極的に展開

します。 

また、他自治体等への派遣研修を公募制で継続実施し、社会情勢に対応

できる職員の育成を推進します。 

 

任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

発揮した能力
（能力評価）

挙げた実績
（実績評価）

勤務成績
の評価把握 把握

人事評価

定期的に

公正に

ツール

効果的な
人材育成

厳正、公平
な分限処分

勤務成績を
反映した給与

能力本位
の任用
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３ 持続可能な財政運営の確立 

  将来にわたり安定した行政サービスを続けるためには、中長期的な視点の

もとに、持続可能な行政運営を行うことが求められます。このため、事業の

選択と集中を図るほか、安定的な収入確保や公共施設等マネジメントの推進

に努めるなど、財政の健全性を確保します。 

 

普通会計歳入決算の状況 
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普通会計歳出決算の状況 

 

⑴ 財政規律の堅持 

厳しい財政状況が続く中、社会経済情勢の変化と多様化する行政ニーズ

に柔軟に対応し、より質の高い行政サービスを提供するには、安定した財

政基盤を確立し、健全な財政運営を推進することが重要です。 

このため、職員が財政状況を理解し、事業費の重点配分に努め、事業の

成果・質を高めるとともに、事業の選択と集中を図り、スクラップ・アン

ド・ビルドの考え方に立ち、いずれかの事業を縮小または、廃止した上で

事業を実施します。 

原則として、大きな財政負担が生じる事業の実施については、新規事業

又は既存事業に関わらず、優先度、将来的財政負担等を十分勘案し、判断

した上で、実施に当たっては、常に適正規模であるか否かを検討し、事業

費の抑制を図ります。 

将来の財政構造を望ましい状況として、総合振興計画の基本構想、基本

計画及び実施計画を実現していくために必要な財源を確保できる状況を
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作り出すことを目指し、一般事務経費など経常的な経費の削減をするとと

もに、適正な債務管理に努め「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

に基づく健全化判断比率等に配慮した財政運営を行います。 

地方公営企業である水道事業会計については、企業の経済性を発揮し、

より一層の経営改善を図り、経営基盤の自主性を強化します。また、公共

下水道事業については、中長期的な視点に立った計画的な経営基盤の強化

と財政マネジメントの向上等に的確に取り組むため、財務諸表の作成等を

通じて、自らの経営、資産等を正確に把握することが必要であることから、

公営企業会計の適用を進めます。 

その他の特別会計についても一般会計からの繰出金に安易に依存する

ことなく、経営改善に努めます。 

 

健全化判断比率等の推移 

（単位：％）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

実 質 赤 字 比 率 － － － － － － － －

連結実質赤字比率 － － － － － － － －

実 質 公 債 費 比 率 16.7 18.5 17.7 17.6 15.9 14.6 12.8 10.9 8.3 7.1

将 来 負 担 比 率 89.5 71.2 65.1 46.4 36.5 25.0 9.1 3.4

資 金 不 足 比 率 － － － － － － － －
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⑵ 自主財源の確保 

  健全な財政運営を推進するためには、自主財源の確保が重要です。 

このため、公平な市民負担の観点と財源の確保に向けて、庁内の関係部

局で協力しながら市税等の収納率の向上と滞納整理に努めます。この他、

地域経営資源を活用した産業基盤の活性化などの取り組みを検討するこ

とにより、新たな歳入確保を目指します。 

また、受益と負担の適正化や市民負担の公平性の確保を図るため、限ら

れた経費で満足度の高い効果的な行政サービスの提供に努めるとともに、

更なる効率的な行政運営による管理運営経費の削減を前提に、経費に見合

った適正な管理水準への見直しなど、受益の度合いに応じた負担の見直し

を行う必要があります。 

このため、社会経済情勢等の変化を踏まえ、行政が担うべき役割、民間

の類似サービスを考慮した受益者負担の考えに基づき、公共施設等の使用

料及び各種手数料の見直しの検討を実施し、受益者負担の適正化を図り、

安定した自主財源の確保に努めます。 

 

⑶ 公共施設等マネジメントの推進 

  当市は、高度経済成長期以降の人口増加等を背景に様々なニーズに対応

すべく各種公共施設や道路等のインフラ施設の整備を進めてきました。 

現在、少子高齢化のさらなる進展により、市税等の自主財源の減少など、

厳しい財政状況が予測される中、整備した公共施設等の多くが老朽化を迎

え、建て替えや大規模改修等にかかる費用がこれからの財政運営にとって

大きな負担となることが予想されます。このため、市全体の財政負担を軽

減・平準化を図ることが必要です。 

当市では、平成２６年２月に公共施設等の現状を把握することを目的に

「公共施設等マネジメント計画（白書）」を作成し、平成２７年度に、個

別の施設等の現状と将来的な方向性を定める「公共施設等総合管理計画」

を策定します。 

  今後は、各種公共施設や道路等のインフラ施設ごとの長寿命化計画を策

定し、市民満足度を満たす公共施設、インフラ施設の管理に努めます。 
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公共施設等マネジメント計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等の更新費用推計 
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（億円）

既存更新分 新規整備分

用地取得分 公共施設整備額

道路整備額 橋梁整備額

上水道整備額 下水道整備額

既存更新分年平均 既設更新分＋新規整備分年平均

既設更新分＋新規整備分+用地取得分年平均

（年度）

 

 担当部局： 

 

個別施設の 

長寿命化計画 

 
(未策定のものが対象) 

 インフラ長寿命化基本計画（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議にて作成済み） 
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 白岡市公共施設等マネジメント計画（白書）平成 27年 2月 

公共施設等総合管理計画 


